
事業番号 0157

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(総　務　省)

予算事業名 統計調査の実施等（経常調査等）
事業開始

年度
昭和２１年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

統計法第９条（基幹統計調査）
統計法第１９条（一般統計調査）

関係する計
画、通知等

公的統計の整備に関する基本的な
計画（平成２１年３月１３日閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　統計法に基づき，我が国の社会経済情勢の変化を正確かつ速やかに把握するため，月次等の各種統計調
査を継続的に実施することにより，行政施策の企画・立案・評価や国民・事業者の意思決定等に資する社会
の情報基盤としての統計を作成・提供する。

担当部局庁 　　統　計　局 担当課室 調査企画課 課長 千野 雅人

会計区分 　　一般会計 上位政策 統計調査費

23年度要求

予算額(補正後） 5,072 4,771 5,112 5,401

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・　国民の就業・不就業を明らかにする労働力調査，家計の実態を明らかにする家計調査，物価動向を明ら
かにする小売物価統計調査（消費者物価指数）や，個人企業経済調査，科学技術研究調査，家計消費動向
調査，サービス産業動向調査の実施及び結果の公表等の事業を実施。労働力調査，家計調査，小売物価統
計調査及び個人企業経済調査は法定受託事務として都道府県に委託，その他は民間委託により実施。
・　国が必要とする統計調査の費用は，地方公共団体が負担する義務を負わない（地方財政法第１０条の四）
ことから，全額を国庫で負担。

実施状況
・　各調査を円滑かつ正確に実施し，迅速に結果を公表した。なお，労働力調査，家計調査，小売物価統計調
査（消費者物価指数）については調査実施の翌月末に公表後，閣議へ報告。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 99.9 99.7 98.8

執行額 5,067 4,755 5,053

総事業費(執行ベース)

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・　支出先は調査の実施を委託している４７都道府県。民間委託の調査は国が直接契約。
・　調査の実施状況については，調査票の提出及び審査をもって履行を確認するとともに，実施状況報告会
等を通じて詳細に把握。また，調査員の調査票の配布・回収の現場に職員が同行し履行を確認することも実
施。
・　都道府県における委託費の執行に関しては，毎年度，国の職員が現地で経理指導・監査を実施。
（おおむね5年で全県実施）

見直しの
余地

・　調査の実施については，「公的統計の整備に関する基本計画」の進捗状況や統計調査の整理統合等の動
向を踏まえ，見直し，改善の検討を行う。
・　委託費監査等の結果を踏まえ,問題点等があれば必要な改善を図るとともに，国庫への返納，概算要求へ
の反映などを図る。
・　郵送調査等民間のノウハウを活用できるものは一般競争入札により民間委託で調査を実施。その際，総
合評価方式の採用や，複数年契約の締結などを行うことにより，競争性の高い入札及び質の高い調査を確
保。
・　国民のプライバシー等に対する意識の変化や生活環境の多様化に伴い調査環境が厳しくなる中で，統計
調査の正確性及び円滑実施の確保に向けた取り組みの検討を行う。
・　統計調査の重要性についての理解をより高めるため，提供するデータや分析の拡充，利用者への利便性
の向上等の検討を行う。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

総事業費(執行ベ ス)

補
　
記

・　社会経済の実態を把握するこれらの調査は，国・地方公共団体における適切な行政運営や国民・事業者の適切な
意思決定を図るためには今後も必要不可欠。
・　我が国の重要な経済対策等の判断材料として利用されている基本的な統計は，極めて高い精度の確保と迅速な結
果の提供を図ることが不可欠。そのためには，使命感の強い優秀な調査員を非常勤の公務員として選任し，対象となる
世帯や事業所に個別に訪問・説明し，理解を得るという現行方法が有効である。
・　都道府県への委託費は，残額が生じた場合には，年度終了後の精算により，国庫へ返納することとしている。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

総務省統計局

5,053百万円

調査の企画，調査に用いる書

類・用品の作成，結果の公表

統計調査員による調査客体へ

の調査票の配布・回収，調査

票の審査，国への提出等

調査客体への調査票の配布・

回収，調査票の審査，国への

提出等

調査関係書類・用品の調達・

作成、報告書の作成及びこれ

らの発送等

統計の技術研究、統計情報の

収集整備、研究・検討会、統

計研修等の実施

事務消耗品購入、賃金職員の

雇用 ピ 機等機器借料

【法定受託事務等】

Ａ 都道府県（47）

<基幹統計調査の実施>

3,506百万円

Ｂ 民間企業等（5）

<郵送等による統計調査の実施>

938百万円

【一般競争入札】

【一般競争入札等】

Ｄ 民間企業等（363）

<統計技術研究等>

47百万円

【一般競争入札等】

Ｅ 民間企業等（130）

< 般事務経費>

【一般競争入札等】

Ｃ 民間企業等（49）

<調査用品等調達・作成>

206百万円

て補足する)
(単位:百万円)

総務省統計局

5,053百万円

調査の企画，調査に用いる書

類・用品の作成，結果の公表

統計調査員による調査客体へ

の調査票の配布・回収，調査

票の審査，国への提出等

調査客体への調査票の配布・

回収，調査票の審査，国への

提出等

調査関係書類・用品の調達・

作成、報告書の作成及びこれ

らの発送等

統計の技術研究、統計情報の

収集整備、研究・検討会、統

計研修等の実施

事務消耗品購入、賃金職員の

雇用、コピー機等機器借料・

保守経費等一般事務経費等

【法定受託事務等】

Ａ 都道府県（47）

<基幹統計調査の実施>

3,506百万円

Ｂ 民間企業等（5）

<郵送等による統計調査の実施>

938百万円

【一般競争入札】

【一般競争入札等】

Ｄ 民間企業等（363）

<統計技術研究等>

47百万円

【一般競争入札等】

Ｅ 民間企業等（130）

<一般事務経費>

356百万円

【一般競争入札等】

Ｃ 民間企業等（49）

<調査用品等調達・作成>

206百万円



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

A.都道府県（東京都） Ｅ.三菱スペース・ソフトウエア株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費
統計調査員報酬 189 機器借料 ネットワーク機器、サーバ機器等 86

調査票審査等補助要員（賃金） 4

報償費 記入者等報償金、調査協力謝金 39

その他
電話料、郵送料、
一般事務消耗品代

13

旅費
統計調査員交通費、
各種会議出席

20

計 265 計 86

B.社団法人新情報センター Ｆ.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計

Ｇ

職員、調査員人件費等

計 515

C 株式会社オリコム

人件費

調査書類・用品等購入・作成物品購入費

その他 データ入力、研修会、一般管理費

515

れ る者
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 31 計 0

データ整備に係る照会関係資料
の送付代・返送代等

発送費

物品購入費

Ｄ.株式会社インテージリサーチ Ｈ.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

15

その他
人件費（アルバイト含む）、一般管
理費等

書類・用品作成及び購入費

計 15 計 0

費　目

Ｇ.

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C.株式会社オリコム

新聞、雑誌等広告掲載

デザイン版下作成、ホームページ
コンテンツ作成

広告費

その他
31



東京都 189,198 3,558 192,756 38,699 19,757 1,366 10,736 1,680 27 13,809 265,021

大阪府 136,391 1,992 138,383 28,297 15,514 1,059 8,605 1,361 27 11,052 193,246

北海道 111,800 1,913 113,713 21,535 22,757 1,026 7,948 1,366 27 10,367 168,372

神奈川県 118,601 1,991 120,592 24,224 13,761 999 7,396 1,128 27 9,550 168,127

愛知県 105,589 1,732 107,321 21,446 12,462 926 7,134 1,130 36 9,226 150,455

沖縄県 91,082 1,514 92,596 18,415 16,661 808 6,278 1,117 74 8,277 135,949

福岡県 86,535 1,615 88,150 17,970 12,832 731 5,923 1,053 36 7,743 126,695

埼玉県 88,717 1,508 90,225 17,799 10,115 752 5,713 1,062 27 7,554 125,693

兵庫県 84,623 1,504 86,127 17,553 10,863 735 5,511 1,040 36 7,322 121,865

千葉県 74,538 1,440 75,978 15,052 8,872 679 4,892 1,040 27 6,638 106,540

Ａ　都道府県<基幹統計調査の実施>　支出額上位１０

旅費 合　計

その他

消耗品費 役務費 委託料 小計
使用料
及び

賃借料

人件費

賃金
統計調査員

報酬
小計

報償費

（単位：千円）



支  出  先 支出額（千円） 委託事業名 備　　　考

社団法人新情報センター 515,029 家計消費状況調査
国庫債務負担行為
平成20年度～39か月契約
【一般競争（総合評価）：４者】

株式会社日経リサーチ 301,521
サービス産業動向調査
（平成20年度開始分）

※共同企業体（ヤマト運輸株式会社）
国庫債務負担行為
平成20年度～36か月契約
【一般競争（総合評価）：６者】

株式会社サーベイリサーチセンター 102,193
サービス産業動向調査
（平成21年度開始分）

※共同企業体（株式会社インテージリサーチ）
国庫債務負担行為
平成21年度～44か月契約
【一般競争（総合評価）：４者】

アイコンズ国際協力株式会社 14,935 科学技術研究調査
国庫債務負担行為
平成20年度～33か月契約
【一般競争（総合評価）：６者】

財団法人地方自治情報センター 4,130 人口移動報告

住民基本台帳ネットワークから移動情報の提供
受けるための経費（データ作成システム運用オ
ペレータ）
【一般競争：１者】

Ｂ　民間企業等＜郵送等による統計調査の実施＞内訳



支　　出　　先 支出額（千円） 備　　　　　　考

（株）オリコム 31,047
経常調査広報費
【一般競争（総合評価）：10者】

ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社 28,225
小売物価統計調査（調査用携帯端末借料）
国庫債務負担行為　平成20年度～53か月契約
【一般競争：1者】

日本通運（株） 15,592
調査用品及び報告書の運搬費
【一般競争：２者】

株式会社　ニチマイ 14,232
結果表マイクロフィルム電子ファイリング化業務
【一般競争：９者】

（株）オカモトヤ 14,178
家計調査（調査用卓上計算機）
【一般競争：２者】

クニメディア（株） 11,796
家計調査（調査用計量器）
【一般競争：２者】

共同印刷（株） 6,276
労働力調査調査票等印刷（基礎調査票）
【一般競争：２者】

新生紙パルプ商事株式会社 5,861
経常調査調査書類用印刷用紙（再生上質紙）
【一般競争：２者】

（株）オカモトヤ 4,973
家計調査（調査用筆記具セット）
【一般競争：２者】

（株）飯島 4,533
経常調査（調査票用OCR用紙）
【一般競争：５者】

Ｃ　民間企業等＜調査用品等調達・作成＞　支出額上位１０



支　　出　　先
支出額
（千円）

備　　　　　　　　考

株式会社インテージリサーチ 15,313
事業所母集団データベースのデータ整備業務
【一般競争：７者】

（株）ＢＣＮ 1,958
消費者物価指数検討　ＰＯＳデータ購入料
（デスクトップパソコン、ノートパソコン）
【一般競争：２者】

ジーエフケーマーケティングサービス
ジャパン（株）

998
消費者物価指数検討　ＰＯＳデータ購入料（白物家電）
【少額随意契約】

（株）マーケティングセンター 906
通信販売を利用した購入実績に関するアンケート実施業務
【少額随意契約】

（財）流通経済研究所 747
消費者物価指数検討　ＰＯＳデータ購入料（食料費等）
【少額随意契約】

ＥＳＲＩジャパン（株） 735
ＧＩＳ研修の講師派遣委託
【少額随意契約】

ジーエフケーマーケティングサービス
ジャパン（株）

508
消費者物価指数検討　ＰＯＳデータ購入料（デジタルカメラ）
【少額随意契約】

大学准教授（個人） 450 「欧州統一生活時間調査（HETUS）ガイドライン2008」の翻訳謝金

（株）会議録研究所 436
会議録作成業務
【少額随意契約】

弁護士法人エルティ総合法律事務所 308

「基幹統計調査の妨害等を目的としたネットワーク上の行為に係る
法的対応の可能性とその限界」に関する講演会講師謝金及び
報告書執筆謝金
【少額随意契約】

Ｄ　民間企業等＜統計技術研究等＞支出額上位１０



支　　出　　先 支出額（千円） 備　　　　　考

三菱スペース・ソフトウエア株式会社 85,509
統計業務基盤システム機器借料
国庫債務負担行為　平成21年度～51か月契約
【一般競争（総合評価）：１者】

三菱スペース・ソフトウエア株式会社 19,278
センサス・マッピング・システム用機器等の借入
国庫債務負担行為　平成19年度～51か月契約
【一般競争：２者】

三菱スペース・ソフトウエア株式会社 16,522
統計局ＬＡＮシステム借料
　　　※平成２１年５月末までの借料。６月より総務省LANに統合

【随意契約】

コニカミノルタビジネスソリューションズ（株） 14,394
印刷業務請負（印刷室）
【随意契約】  ※H19.1に一般競争入札（３者）により調達

コニカミノルタビジネスソリューションズ（株） 11,952
コピー機保守料（事務室）
【随意契約】

郵便事業（株） 11,559
郵便料（都道府県、有識者等への文書発送）
【随意契約】

富士ゼロックス株式会社 10,519
プリンター消耗品
【一般競争：１者】　※官房会計課契約（単価契約）

ＪＰエクスプレス 6,176
小包（報告書等）発送業務
【一般競争：２者】

ソフトバンクテレコム（株） 4,837
インターネット回線使用料
【一般競争：２者】

（株）　徳　河 4,464
事務用コピー用紙
【一般競争：５者】　※人事・恩給局契約（単価契約）

Ｅ　民間企業等＜一般事務経費＞　支出額上位１０



統計局・政策統括官（統計基準担当）の役割

内
閣
府

統
計
委
員
会

◆統計制度の企画・立案・推進
・統計法令の制定及び改廃
・公的統計の整備に関する基本的な計画の推進
・地方統計機構の整備（国の行う統計調査に従事する
都道府県職員の給与等の負担、統計調査員確保対策等）

・統計調査の環境改善（調査員等への研修等）
・産業連関表の作成 等

◆個別統計調査の審査・調整

・各府省の実施する統計調査の審査・調整

◆統計調査の基準の設定

・日本標準産業分類等の設定

各府省

◆国勢調査その他国勢の基本に関する
統計調査の企画・実施
・国勢調査、経済センサス等、大規模な周期調査の実施
・労働力調査（失業率）、家計調査（消費支出）、小売物価

統計調査（消費者物価指数）等、経常的な調査の実施 等

◆統計情報の収集・加工・提供

・e-Stat（政府統計の総合窓口）の運営

◆実地調査（法定受託事務） ◆必要に応じ自らの統計調査も実施（独自経費）

・調査員による調査票の配布・収集 等

・国の行う統計調査に従事する都道府県
職員の給与等の負担
・統計調査員確保対策の委託

◆各種統計調査の企画・実施

総務省統計局総務省政策統括官
（統計基準担当）

・法定受託事務（統計調査の実査
事務）
・統計調査の実施に係る費用負担

地方公共団体（都道府県・市町村）



調　査　の　流　れ

　統計局が実施する調査では、調査票など調査関係書類の配付・回収などの調査事務は、通常、次
の流れで行っています。

① 国勢調査など大規模な調査の場合
② 労働力調査、家計調査などの場合
③ 科学技術研究調査、家計消費状況調査、サービス産業動向調査の場合

統

計

局

（
個
人
、
法
人
・
企
業
・
団
体
）

調
査
対
象

都
道
府
県

市(

区)

町
村

統
計
調
査
員

民間事業者

①

②

③



統 計 調 査 実 施 状 況 一 覧 表＜経常調査＞

小売店

約26,000店舗
家賃

約25,000世帯
宿泊施設

約530施設

二人以上
約8,100世帯

単身
 約700世帯

都道府県 47都道府県

～ 及び

市区町村 2市町

※ 調査員は、非常勤の公務員として任用し、手当は所定の稼働分のみを支給。

サービス産業全体の生産・雇用等の状況
を月次ベースで概括的に把握し、QE（四
半期別GDP速報値）をはじめとする各種経
済指標の精度向上等に資する

調　査　の　目　的

就業者数、完全失業者数、完全失業率等
を把握することにより、我が国における
就業・不就業の実態を明らかにし、雇用
政策等各種行政施策の基礎資料を得る

国民の消費生活上重要な商品の小売価
格、サービス料金及び家賃を全国規模で
小売店舗、サービス事業所、関係機関及
び世帯から毎月調査し、消費者物価指数
（CPI）その他物価に関する基礎資料を得
る

消費者世帯の家計収支の実態の推移を明
らかにするとともに、一般消費者の購入
する各種財貨・サービスの数量支出金額
及び各種の貯蓄や投資の状況等を把握
し、諸種の経済施策を立案するための基
礎資料を得る

個人企業（個人経営の事業所）の経営の
実態を明らかにし、景気動向の把握や中
小企業振興のための基礎資料を得る

我が国における科学技術に関する研究活
動の状態を調査し、科学技術振興に必要
な基礎資料を得る

主な結果の利用
調査機関
の 系 統

・GDPの家計消費部門推移
・CPIのウェイト算定
・生活保護の基準算定

毎　期

約4,000客体

調査
周期

調 査 対 象

(約100,000人)

・国の経済動向、景気動向の指標
・各種雇用政策の企画、立案
・経済財政白書、労働経済白書作成など
・大学、研究機関等における雇用・失業問題研
究

・消費者物価指数（CPI)の作成
・家計で消費される主要な消費財及びサービス
の内外価格差の調査の基礎データ
・地方公共団体における消費者物価指数
（CPI）の作成

毎月

毎月

－

約18,000客体

約2,900

約800

約700

営業上の収支，資産，負債，棚卸し高又は在庫高，事
業所企業主及び世帯員，従業者に関する事項

住民基本台帳法に基づき、都道府県知事
から住民基本台帳ネットワークシステム
により移動者数の提供を受け、国内にお
ける人口の移動状況を明らかにする

国内の都道府県別人口移動（男女別）に関する事項

主要品目小売価格及び料金に関する事項

約40,000世帯

統 計 調 査

〃

世帯に関する事項，情報技術（ＩＴ）関連の機器・サービス
の保有・利用状況，１か月のインターネットの利用状況，特
定の商品・サービスの購入金額，支出総額，消費に関するイ
ンターネットの利用状況

約200

家 計 調 査

科 学 技 術
研 究 調 査

個 人 企 業
経 済 調 査

人 口 移 動
報 告

・購入頻度が少なく、結果が安定しない品目、
集計時にブレの原因となる高額商品等について
家計調査を補完
・QE（四半期別GDP速報値）の推計精度の向上

・GDPの推計
・中小企業振興のための基礎資料
・各種白書作成

・国及び地方公共団体における各種行政施策の
基礎資料となる推計人口の算出
・国及び地方公共団体の行政事務や人口研究

毎月

・科学技術振興政策等の施策立案の基礎資料
・科学技術白書を始め各種白書の作成

名称，所在地，資本金及び総売上高，事業の内容，従
業者総数，研究関係従業者数，研究費，研究の内容等
に関する事項

調　　査　　事　　項

個人消費動向の更なる的確な把握に資す
るため、購入頻度が少ない高額商品・
サービスなどへの消費や近年増加が著し
いIT（情報技術）関連の消費実態を安定
的に捉える

毎月

毎四半期

調査期間中の活動状態，就職希望，求職活動の有無，
就業者の産業職業従業上の地位など就業，不就業状態
に関する事項

毎月

調　査　名

労 働 力 調 査 都道府県

調査員数
※

毎年

〃

〃
小 売 物 価

民間委託

収入，支出の状況，生活用品の購入数量，世帯員及び
住居に関する事項並びに各種の貯蓄や投資の状況に関
する事項

約39,000客体 毎月
・QE（四半期別GDP速報値）の推計精度の向上
・各種行政施策等の基礎資料

家 計 消 費
状 況 調 査

サ ー ビ ス 産 業
動 向 調 査

民間委託

民間委託

－
経営組織及び資本金等の額，事業所の月末の従業者
数，事業所の月間売上高（収入額），事業所の主な事
業の種類

約30,000世帯



総務省統計局が実施する統計調査等

※2　調査の流れ

　　　①：国⇔都道府県⇔市区町村⇔統計調査員⇔調査対象

　　　②：国⇔都道府県⇔統計調査員⇔調査対象

　　　③：国⇔民間事業者⇔調査対象

※1　経常調査については平成21年度、周期調査については各調査の実施年度の予算額である。

844円

2,398円

1,076円

10,908円

9,277円

1,156円

1,432円

910円

1,265円

1,980円

4,310円

13,245円

2,581円

4,470円 ②

①

調査の
流　れ
※2

②

②

②

②

③

③

③

①

①

①

①

①

105,852世帯

20,300企業

18,000対象

360,000世帯

468,000事業所

5,860,917企業等

175,765世帯

50,895,542世帯

3,543,871世帯

475,616世帯

133,000店舗

125,565世帯

延 調査対象数
（参考）

1対象当たり
の経費

全国消費実態調査

就業構造基本調査

住宅・土地統計調査

予 算 額
（千円）※1

・民間委託（平成13年度から）
・郵送，調査員

・都道府県・市町村(法定受託事務)
・調査員，一部オンライン

1,553,640 648,000世帯

644,316対象

1,154,681

693,101

20,802

188,330

515,685

調査方法等

・都道府県・市町村(法定受託事務)
・調査員，郵送，一部オンライン

・都道府県・市町村(法定受託事務)
・調査員，一部オンライン

調　査　名

・都道府県・市町村(法定受託事務)
・調査員，郵送，一部オンライン

・都道府県・市町村(法定受託事務)
・調査員，一部オンライン

・都道府県(法定受託事務)
・調査員

・都道府県(法定受託事務)
・調査員

・都道府県(法定受託事務)
・調査員

・都道府県(法定受託事務)
・調査員

・住民基本台帳ネットワーク
　から統計を作成

・民間委託（平成19年度から）
・郵送，オンライン

・民間委託（平成20年度から）
・郵送，調査員，一部オンライン

・都道府県・市町村(法定受託事務)
・調査員，一部オンライン

・都道府県(法定受託事務)
・調査員

経
常
調
査
等

周
期
調
査

サービス産業動向調査

家計消費状況調査

人口移動報告

科学技術研究調査

個人企業経済調査

家計調査

小売物価統計調査
　(消費者物価指数)

労働力調査

国勢調査

経済センサス-基礎調査

社会生活基本調査

全国物価統計調査 343,270

2,328,033

4,948,939

561,259

3,692

64,366,978

425,742

2,049,951

7,018,150



 
   統計調査委託費に関する会計検査院の指摘内容及びその対応状況 

 
1 概 要 

「平成 20 年度決算検査報告」（平成 21 年 11 月 会計検査院）において,
国が都道府県へ委託した統計調査委託費を検査した結果,一部の府県で,不適

正な会計手続により消耗品等を購入していたことが指摘された。不適正額は

総務省分（統計局,政策統括官）としては平成 15～19 年度の合計で 4,306,659
円であり,不適正な会計手続の内容別,都道府県別の金額は下表のとおり。 

                               （単位:円） 
府 県 名 預け金 差替え 翌年度納入 前年度納入 計 
岩 手 県 447,197 0 230,399 1,963 679,559 
埼 玉 県 0 27,998 524,589 0 552,587 
京 都 府 0 0 10,965 0 10,965 
大 分 県 0 0 111,424 0 111,424 
宮 崎 県 0 0 6,715 31,939 38,654 
沖 縄 県 2,913,470 0 0 0 2,913,470 
合    計 3,360,667 27,998 884,092 33,902 4,306,659 

  ※平成 15 年度～19 年度の合計 
  「預け金」  契約した物品が納品されていないのに納品されたこととし,当該支払金

を業者に預け金として保有させ,後日,これを利用して契約した物品とは
異なる物品等を納入 

  「差替え」 契約した物品とは異なる物品に差し替えて納入 
  「翌年度納入」当該年度に契約し年度内に納入したことにして,実際は翌年度に納入 
  「前年度納入」実際は前年度に納入したものを，当該年度に契約し納入したことにし

て当該年度で支払い 
 
 
2 対応状況 

  統計局としては, 
        ① 平成 22 年 3 月末までに全額国庫へ返納済み 
    ② 全都道府県に適正な執行を行うよう改めて文書で通知 
    ③ 経理に関する監査の方法を見直し指導を強化(取引業者の協力の下

に業者と県の帳簿の突き合わせなど)  
 などの措置を講じているところであり,今後とも再発防止に努める所存 
  
 



 

公的統計の整備に関する基本的な計画（平成21年３月13日閣議決定）（抜粋） 

 

第３ 公的統計の整備を推進するために必要な事項 

１． 効率的な統計作成 

(2) 民間事業者の活用 

ア 現状・課題等 

近年の厳しい財政状況の下で、新たな統計作成のニーズに的確に対応していく

ためには、これまで以上に積極的かつ効果的に民間事業者を活用することが必要

である。一方、民間事業者の活用に当たっては、統計の品質の維持・向上、報告

者の秘密保護、信頼性の確保等が前提であることや、公的統計の作成の最終的な

責任は作成主体が担うものであり、国が行う重要な統計調査については、企画立

案業務等の中核的業務は国が自ら行うことが適当であることにも留意が必要とな

っている。 

また、民間事業者をより適正かつ効果的に活用できるよう環境整備を行うこと

や、新たな業態の創出や創意工夫等により今後向上する可能性のある民間事業者

の履行能力を継続的に把握することも必要である。 

 

イ 取組の方向性 

郵送による実査業務、照会対応業務等の民間事業者が優れたノウハウやリソース

を持つ業務については、積極的に民間事業者を活用する。 

一方、調査員による実査業務については、現時点の民間事業者の履行能力を勘

案し、事業者における調査員の確保方法、調査員の能力及び経験、調査員の指導、

管理体制等の実情を的確に把握し、活用の可能性を十分に検討する。 

特に、以下の調査は、調査結果の精度が低下した場合、国の統計全体の精度や

国政の運営に大きな支障が生じるおそれがあるため、慎重かつ十分に検討する。 

① 国が行う多数の統計調査の母集団情報を提供することを目的とした調査

（国勢調査、経済センサス） 

② 一定の行政分野（日本標準産業分類の大分類に該当する産業分野等）又は

生活分野に関する国の統計調査（標本調査）の母集団情報を提供することを

目的とした調査（農林業センサス、国民生活基礎調査等） 

③ 閣議に定期的に報告され、調査結果が政府の経済財政運営の重要な基礎資

料として利用されている調査（労働力調査、小売物価統計調査等） 

 

また、民間事業者をより適正かつ効果的に活用する観点から、「統計調査の民

間委託に係るガイドライン」（平成17年３月31日各府省統計主管課長等会議申合

せ。平成19年５月30日改正）の改定を行うなど環境整備を図るとともに、民間事

業者の履行能力を継続的に把握し、活用の在り方について適宜見直しを行う。 



統計調査等業務の業務・システム最適化計画（抄） 
 

2 0 0 6 年（ 平成 1 8 年） 3 月 3 1 日 
各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定 

2 0 0 6 年（ 平成 1 8 年） 8 月 3 1 日改定 
2 0 0 7 年（ 平成 1 9 年） 8 月 3 1 日改定 
2 0 0 8 年（ 平成 2 0 年） 8 月 2 9 日改定 
2 0 0 9 年（ 平成 2 1 年） 3 月 3 0 日改定 
2 0 0 9 年（ 平成 2 1 年） 8 月 3 1 日改定 

 
電子政府構築計画（2003 年（平成 15 年）7 月 17 日各府省情報化統括責任者（CIO）連

絡会議決定）に基づき、下記のとおり、統計調査等業務の業務・システム最適化計画を定

める。 
 
Ⅱ．府省別計画 
３．総務省 

総務省においては、省内の統計調査等業務について、次に掲げる最適化を実施する。

これにより、年間約 27 百万円（試算値）の経費削減、年間延べ約 380 日分（試算値）の

業務処理時間の短縮が見込まれる。 
 
(1) インターネットと接続する部分と独立行政法人統計センターの各種個別業務システム

と接続する部分にネットワークの構成を二分し､現在、二層化したネットワーク運営を行

っている統計局及び統計研修所の統計調査等業務に使用するネットワーク（国家公務員

及び地方公務員に対する統計に関する研修に用いる部分を除く。以下「統計局ＬＡＮ」

という。）について、2008 年度（平成 20 年度）において、次の措置を講ずる。これによ

り、年間約 23 百万円（試算値）の経費削減、年間延べ約 240 日分（試算値）の業務処理

時間の短縮が見込まれる。 
① 大臣官房が運営する総務省ＬＡＮランに統合し、統計局ＬＡＮランに配置するファイ

ルサーバ及び電子メールサーバを廃止し、これらで管理するデータを総務省ＬＡＮの

ファイルサーバ及び電子メールサーバに移行させるとともに、イントラネットサーバ

を統計局及び独立行政法人統計センターの情報共有を目的とする個別業務システムと

して再編する。 
② 総務省ＬＡＮと独立行政法人統計センターとのネットワーク接続部分には、現行と同

様、ファイアウォールを設置し、ネットワーク間相互の通信制御を行い、適切な情報

セキュリティ対策を実施する。 
③ 独立行政法人統計センターの各種個別業務システムとの接続に当たっては、専用端末

を配備することなく、メタフレーム等の活用その他情報セキュリティ対策を講じ、統



計局に配備する総務省ＬＡＮ端末のうち許可されたものがアクセスできるネットワー

ク環境を整備する。 
 
(2) 統計局が 1996 年度（平成８年度）からサービス提供を開始した統計情報ＦＡＸサービ

スは、統計情報に係る利用手段の多様化（マルチアクセス）に資するものであるものの、

近年の統計利用者における統計情報の電磁的利用は、インターネットの普及拡大に伴い、

ホームページの利用がほぼすべてを占めるようになってきており、統計情報ＦＡＸサー

ビスの費用対効果は、従前と比較し大きく低減している。このため、2008 年度（平成 20
年度）に統計情報ＦＡＸサービスを廃止する。これにより、年間約 2 百万円（試算値）

の経費削減、年間延べ約 30 日分（試算値）の業務処理時間の短縮が見込まれる。 
 
(3) 各府省、政府関係機関及び民間機関が作成している統計の所在源情報を収録し、毎年刊

行している「統計情報インデックス」について、2007 年度（平成 19 年度）から、イン

ターネットのみによる情報提供に切り替え、これらの刊行業務を廃止する。これにより、

年間約百万円（試算値）の経費削減、年間延べ約 60 日分（試算値）の業務処理時間の短

縮が見込まれる。 
また、所在源情報の収集業務について、統計調査等業務の業務・システムの見直し方

針及び最適化計画に基づき 2008 年度（平成 20 年度）から開始される各府省共同利用型

の統計表管理システム及び統計情報データベースの運用の状況等を踏まえつつ、2008 年

度末（平成 20 年度末）までを目途に廃止を含めた一層の簡素化について検討するものと

する。 
 
(4) 総合統計書として我が国の人口、経済、社会、文化等の動向を各府省の統計を基に総合

的かつ体系的にとりまとめ、毎月刊行している「日本統計月報」について、2006 年度（平

成 18 年度）から、インターネットのみによる情報提供に切り替え、刊行業務を廃止する。

これにより、年間約百万円（試算値）の経費削減、年間延べ約 50 日分（試算値）の業務

処理時間の短縮が見込まれる。 
 
(5) 経済センサス（仮称）の創設に関する検討会における検討状況を踏まえ、関係行政機関

の協力を得つつ、2009 年（平成 21 年）の経済センサス（仮称）の実施に向けて所要の

準備を進めるとともに、既存の事業所・企業統計調査及びサービス業基本調査の廃止並

びに第３次産業全体を概括的に把握できる統計の整備に資する動態調査の実施に向けた

検討等、経済関連の所管する統計調査の抜本的な見直しを行うものとする。 
 
(6) 国勢調査を始めとする統計局所管の統計調査について、ますます厳しくなる調査環境の

変化に対応するため、郵送、インターネット等を活用した新たな調査手法の導入等、2006
年度（平成 18 年度）において、民間有識者等を交えて調査方法の見直しを検討し、2007



年度（平成 19 年度）以降、可能なものから順次具体的な措置を講ずる。 
 
(7) 指定統計調査を対象とする市場化テスト・民間開放の検討に当たり、2006 年度（平成

18 年度）において、企業を対象とする小規模な指定統計調査（「科学技術研究調査」及び

「個人企業経済調査」）について試験調査等を実施する。また、当該２つの指定統計調査

については、試験調査等の結果を踏まえ、遅くとも 2007 年度（平成 19 年度）までに市

場化テスト・民間開放を実施するとともに、総務省所管の上記の２指定統計調査以外の

全ての指定統計調査について、2007 年度（平成 19 年度）までに（2007 年度（平成 19
年度）に指定統計調査が実施されないものについては、2007 年度（平成 19 年度）以降

で調査時期が到来次第順次）市場化テスト・民間開放を実施するため、規制改革・民間

開放を実施するため、規制改革・民間開放推進会議との連携の下、遅くとも 2006 年度（平

成 18 年度）前半までに、そのための計画を策定する。 
 



最適化効果指標・サービス指標一覧
（統計調査等業務）（抄）

1.　最適化効果指標

（1）　最適化共通効果指標

①経費削減　（単位：千円）

（（イ）府省別計画の内訳）

○総務省
初年度目 2年度目 3年度目 4年度目 5年度目
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

168,200 168,200 168,200 168,200 168,200

800 1,400 3,500 168,200 168,200

0 0 0 141,400 141,400

800 1,400 3,500 26,800 26,800

0 0 0

800 1,400 3,500

備考

（総務省の内訳）
・統計局ＬＡＮの総務省ＬＡＮへの統合

初年度目 2年度目 3年度目 4年度目 5年度目
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

164,700 164,700 164,700 164,700 164,700

- - - 141,400 141,400

- - - 23,300 23,300

- - -

- - -

備考

・統計情報ＦＡＸサービスシステムの廃止
初年度目 2年度目 3年度目 4年度目 5年度目
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

2,100 2,100 2,100 2,100 2,100

- - 0 0 0

- - 2,100 2,100 2,100

- - 0

- - 2,100

備考

・統計情報インデックスの刊行業務の廃止
初年度目 2年度目 3年度目 4年度目 5年度目
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

600 600 600 600 600

- 0 0 0 0

- 600 600 600 600

- 0 0

- 600 600

備考

・日本統計月報の刊行業務の廃止
初年度目 2年度目 3年度目 4年度目 5年度目
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

800 800 800 800 800

0 0 0 0 0

800 800 800 800 800

0 0 0

800 800 800

備考

2006 年 （ 平 成 18 年 ） 6 月 30 日
各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定

　　　　　　　　　　　　　  (a')

最適化実施後の経費(実績値）　(c)

最適化実施後の経費(試算値）　(b)

削減経費（目標値）　（(a')-(b)）

最適化実施前の経費　(a)

2008 年 （ 平 成 20 年 ） 8 月 29 日 改 定
2007 年 （ 平 成 19 年 ） 8 月 31 日 改 定

2009 年 （ 平 成 21 年 ） 8 月 31 日 改 定

最適化実施後の経費(実績値）　(c)

削減経費（実績値）　（(a')-(c)）

最適化実施前の経費　(a)

削減経費（目標値）　（(a)-(b)）

最適化実施後の経費(試算値）　(b)

最適化実施後の経費(実績値）　(c)

削減経費（目標値）　（(a)-(b)）

最適化実施後の経費(試算値）　(b)

削減経費（実績値）　（(a)-(c)）

削減経費（目標値）　（(a)-(b)）

最適化実施後の経費(実績値）　(c)

削減経費（実績値）　（(a)-(c)）

最適化実施後の経費(試算値）　(b)

最適化実施後の経費(試算値）　(b)

削減経費（実績値）　（(a)-(c)）

最適化実施前の経費　(a)

削減経費（実績値）　（(a)-(c)）

最適化実施前の経費　(a)

削減経費（目標値）　（(a)-(b)）

最適化実施後の経費(実績値）　(c)

最適化実施前の経費　(a)



②削減業務処理時間　（単位：時間）

（（イ）府省別計画の内訳）
○総務省

2005年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）

（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）

（(a)-(c)）

3,040 0 3,040

9,500 0 9,500

備考

（総務省の内訳）
・統計局ＬＡＮの総務省ＬＡＮへの統合

2005年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）

（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）

（(a)-(c)）

1,920 0 1,920

6,000 0 6,000

備考

・統計情報ＦＡＸサービスシステムの廃止
2005年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）

（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）

（(a)-(c)）

240 0 240

750 0 750

備考

・統計情報インデックスの刊行業務の廃止
2005年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）

（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）

（(a)-(c)）

480 0 480

1,500 0 1,500

備考

・日本統計月報の刊行業務の廃止
2005年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）

（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）

（(a)-(c)）

400 0 400

1,250 0 1,250

備考

2011年度

時間

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

業務処理時間は、内訳の最適化対象業務に係るものである。

2011年度

時間

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

2011年度

時間

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

時間

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

2011年度

時間

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

2011年度



 
   科学技術研究調査における民間委託とそれ以前の経費比較について 

 
１ 調査の概要 

  科学技術研究調査は、我が国における科学技術に関する研究活動の状態を調査し、科学技術

振興に必要な基礎資料を得ることを目的として実施。(基幹統計調査) 
 ○ 調査の対象及び客体数は下表のとおり。 

  合 計   企業等 非営利団体・ 

公的機関 

   大学等 

 

 約 18,000 

  

約 14,000 

 

 約 1,000 

 

 約 3,000 

 
○ 調査期日は毎年３月３１日現在とし、５月～７月の期間に調査し、12 月に結果を公表 
○ 調査方法は郵送調査(平成 15 年度からはオンライン回収も導入) 

  
２ 民間委託切り替え時期 

  本調査は、昭和 28 年から毎年実施しており、平成 18 年度までは，国直轄で郵送調査により

実施していたが、平成 19 年度から民間委託で実施。 
 
３ 経費比較 

  平成 18 年度と平成 19 年度以降の経費を比較すると下表のとおりで、民間委託を行うことに

より若干ながらコストは低下しているものである。 
 

（単位：千円） 

平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 

19,310 18,591 15,700 14,935 

注) 平成 20 年度からは 3 か年の複数年契約。 



 

予算執行監視チーム事務局作成 

 

行政事業レビュー 論点等 

 

予 算 事 業 名 統計調査の実施等（経常調査等） 

21 年度補正後予算額 ５，１１２百万円 

論  点  等 

 

○ 効率化 

 ・ 個々の統計調査の特性に応じて、調査手法の見直しを行い、民間のノウハウを活用す

ることなどにより、予算の縮減を図る余地はないのか。 

 ・ 経常調査の広報の在り方について見直すことにより、経費を縮減する余地はないのか。 

 

 

○ 執行の適正化 

・ 都道府県における委託費の不正経理事案の発生に対して措置した再発防止策等は適切

なものか。さらに都道府県との連携の在り方等について検討する必要はないか。 

 

 

○ ベストプラクティスの活用による効率化 

・ 独自の工夫により経費節減を図った地方団体の取組み、いわゆるベストプラクティス

の活用をどのように行なっているのか。 
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